○○区自主防災会防災計画（例）
１　目的

　　この計画は、○○区自主防災会の防災活動に必要な事項を定め、もって、風水害等の災害による人的、物的被害の発生及びその拡大を防止することを目的とする。

２　計画事項

　　この計画に定める事項は、次のとおりとする。

　　(1)  自主防災会の編成及び任務分担に関すること。
　　(2)　活動計画に関すること。

①防災知識の普及に関すること。
    　　②災害危険の把握に関すること。
    　　③防災訓練の実施に関すること。

　　　　④情報の収集・伝達に関すること。 

    　　⑤避難誘導に関すること。

    　　⑥災害時要援護者対策に関すること。

３　自主防災会の編成及び任務分担

	組　織
	編　成
	任　　務

	情報班
	班長
	○○○　　　１名
	（平常時）
・連絡網の作成
（災害時）

・避難勧告等重要情報の収集・伝達

	
	班員
	○○○　　　○名

○○○　　　○名
	

	避難誘導班
	班長
	○○○　　　１名
	（平常時）

・危険箇所の把握
（災害時）

・避難所への誘導

	
	班員
	○○○　　　○名

○○○　　　○名
	


４　年間の活動計画
	時期
	内　容
	備考

	４月
	役員会（役割分担・年間計画確認等）
	

	
	役員等連絡網の更新、市町村役場への届出
	④情報の収集・伝達

	５月
	高齢者等の所在確認（見守り活動時）
	⑤避難誘導、⑥災害時要援護者対策

	
	災害危険箇所の確認（町内清掃時）
	②災害危険の把握

	６月
	
	

	７月
	
	

	８月
	
	

	９月
	
	

	１０月
	各種防災訓練（町内運動会時）
	③防災訓練の実施、④情報の収集・伝達、⑤避難誘導

	１１月
	災害危険箇所の確認（町内清掃時）
	②災害危険の把握

	１２月
	
	

	１月
	防災・防火講座
	①防災知識の普及

	２月
	役員会（今年度の活動への反省）
	

	３月
	役員会（監査報告、次年度の役割分担・年間計画案の作成）
	


参考資料
具体的な活動内容の例

参考１　防災知識の普及・啓発

　　地域住民の防災意識を高揚するため、次により防災知識の普及・啓発を行う。

(1) 普及・啓発事項

①　防災組織及び防災計画に関すること。

②　風水害等についての知識（初動対応含む）に関すること。　

③　地区周辺の環境に応じた防災知識に関すること。

4 各家庭における防災上の留意事項に関すること。

5 その他防災に関すること。

(2) 普及の方法

1 広報誌、パンフレット、リーフレット、ポスター等の配布

2 座談会、講演会、映画会等の開催

参考２　地域の災害危険の把握
　　災害予防に資するため、次により地域固有の防災問題に関する把握を行う。

(1) 把握事項
1 危険地域、区域等

2 地域の防災施設、設備

3 地域の災害履歴、災害に関する伝承

(2) 把握の方法

1 ○○市町村地域防災計画

2 座談会、講演会、研修会等の開催

3 災害図上訓練（ＤＩＧ）、まち歩きの実施

  　　

参考３　防災訓練
風水害等の災害発生に備えて、情報の収集・伝達、避難等が迅速かつ的確に行えるようにするため、次により防災訓練を実施する。

(1)  訓練の種別

訓練は、個別訓練及び図上訓練（ＤＩＧ）とする。

(2)  個別訓練の種類

①　情報収集・伝達訓練

②　避難誘導訓練
　 　(3)  図上訓練（ＤＩＧ）
実際の災害活動に備えるために行うものとする。
参考４　情報の収集・伝達

被害状況等を正確かつ迅速に把握し、適切な応急措置をとるため、情報の収集・伝達を次により行う。

(1)  情報の収集・伝達

情報班員は、地域内の災害情報、防災関係機関、報道機関等の提供する情報を収集するとともに、必要と認める情報を地域内住民、防災関係機関等に伝達する。

(2)  情報の収集・伝達の方法

情報の収集・伝達は、テレビ、ラジオ、有線放送、携帯無線、電話、伝令等による。

参考５　避難誘導

風水害等により、地域内住民の人命に危険が生じ、または生じる恐れがあるときは、次により避難を行う。

(1)  避難誘導の指示

気象状況等を勘案し、自主防災会会長が必要であると認めたとき又は町長から避難勧告もしくは避難指示が発表されたときは、避難誘導班に対し避難誘導の指示を行う。

(2)  避難誘導

避難誘導班員は、自主防災会会長の避難誘導の指示に基づき、住民を町で指定されている避難所に誘導する。

(3)  避難路及び避難所

①　避難路　○○通り。ただし、通行不能等の場合は○○通りとする。
②　避難所　○○小学校、○○公民館　
参考６　災害時要援護者対策

　　　　　町が策定する「災害時要援護者避難支援プラン（全体計画）」に基づき、災害時要援護者の避難支援を行う。
　　　　　(1)  災害時要援護者台帳・マップ等の作成
　　　　　 災害時に避難状況を把握するため、災害時要援護者台帳・マップ等を作成し、町総務課、民生委員等と連絡を取り合って定期的に更新する。
(2)　災害時要援護者の避難誘導

災害時要援護者に対する円滑な避難誘導等について予め検討し、訓練等に反映させる。

特に「３　自主防災会の編成及び任務分担」以降はこの例を基に、住民に検討してもらうようにしてください。連絡網の作成と本計画内容の検討を１年目の活動として位置づけてもよいくらいです。活動内容やそのための活動班の必要性の有無から考えないと、数年で活動が停滞することが予想されます。








